
第２期オーガニックなまちづくりアクションプラン　施策・取組一覧

１．経済循環を高める食×農プロジェクト（プロジェクトリーダー：農林水産課）
取組指標

2011年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

実績 目標値 実績（策定時） 実績 実績 実績 実績 目標値

学校給食に提供する
千葉県産食材の使用割合

39.3% 37.8% 43.5% 38.1% 38.1% 41.2% 未達成

食材の価格の物価高騰により、給食食材の選定
が県内産よりも安価な国産食材を選定するなどの
対応をしたため、千葉県産食材の使用割合が目標
値に届きませんでした。

農村地区においては、生産者の情報をもとに調理
施設と共有し、地域で生産された食材を学校給食
に提供しました。お米についても11月から３月と４
月、５月は「きさらづ学校給食米」を、それ以外の月
は「木更津市産こしひかり」を提供しています。特
産品の「のり」は「木更津産焼きのり」として年９回
提供しています。提供する際は、給食だより、掲示
物、電子黒板等を活用して、地元産の食材を伝え
ることで、保護者や子どもたちへの食育につながり
ました。

学校給食は決められた価格内で、栄養価を満た
し、安心安全な給食を提供しなければなりません。
そのため、天候によって収穫時期がずれたり、収
穫量が確保できないことや、物価に左右され、千葉
県産が出回る時期であっても、安価な国内産を購
入せざるをえない現状があります。また、現在の調
理施設、設備では使用できる食材に制限がありま
す。

学校給食に提供する千葉県産食材の使用割合は
横ばいではありますが、年間を通じての地元産食
材の使用食材数は増えつつあります。これは、地
域の生産者の協力と、栄養士、関係機関との連携
により、検討、実施したものです。
子どもたちに生産者の顔の見える給食を提供する
ことで、子どもたちの地元産食材の種類や食材の
収穫時期などの食育推進となりました。
また、子どもたちと生産者がつながることで、子ど
もたちの意識の変化や生産者のやりがいへとつな
がりました。

使用食材の流通について、市場や関係部署と連携し
使用可能な千葉県産・地元産の把握に努め、利用の
検討、実施を行います。新たな生産者と繋がること
で、使用食材数や使用割合が増え、地域食材の積極
的利用につながり、地産地消を推進します。

学校給食課

有機米を学校給食に
提供した日数【単年度】

3日分 16日分 52日分 71日分 83日 78日分 達成

令和５年度は２名の生産者が増え16名となり、栽
培面積が20haから26haに増えたことで、収穫量も
71ｔから88ｔに増えました。結果、学校給食への有
機米の提供日数が目標値を上回りました。（83日
提供）

４月11日から５月９日までの15日分と11月１日から
３月21日までの68日分、市内公立小中学校30校の
ご飯食の日に、有機米を提供しました。
また、きさらづ特認校（中郷小・鎌足小）では、有機
米提供時には自校炊飯を行い、地域で採れた有
機米を地域の小学校で消費することにつながりま
した。

木更津市では令和６年度より週４回、年間約153日
間を米飯給食とします。市内30校の市立小中学校
に有機米の学校給食を提供するには、１日あたり
最大830kgが必要です。学校給食に全量、有機米
を提供するには年間約153日の給食×1日あたり
最大830kg＝126,990kg（約127t）が必要です。

令和元年度３日分からスタートした有機米提供日
数も、令和５年度は83日となり、年間134日分の米
飯給食の62％を有機米で提供しました。
提供の際には「きさらづ学校給食米」が農薬・化学
肥料を使わず、自然環境に配慮して作られている
お米であることなどを子どもたちや保護者に伝える
ことで、食べる人の健康や食育、地域農業の活性
化につながりました。

令和６年度から米飯給食提供日数を年間134日（3.5
回/週)から153日(4.0回/週)に増やします。
令和８年度には、学校給食への地元産有機米の提供
割合100％を目指します。また、きさらづ特認校２校
（鎌足小・中郷小）において、学区の生産者の有機米
収穫量が、全量見込めることから自校炊飯を通年実
施します。

学校給食課

「食」や「一次産業」をテーマと
するイベントの参加者数
【単年度】

18,000人 6,585人 7,600人 20,000人 25,000人 30,000人 未達成

「Kisarazu Organic City FESTIVAL」の認知がなさ
れ来場者は増加していますが、目標の達成となり
ませんでした。

「Kisarazu Organic City FESTIVAL 2023」をはじ
め、地域の「食」や「一次産業」をテーマとするイベ
ントを開催し、オーガニック食材や地元食材に親し
む機会を提供しました。

来場者が地域食材に触れ合う機会を増やすため、
地域食材の販売ブースやワークショップの拡充が
必要となります。また、市内産の農作物を来場者
数の増加にあわせて、イベント会場の大きさや、来
場者の駐車場の確保についてが課題になると考え
られます。

多様な主体との連携のもと、味噌づくりや醤油しぼ
りなどの様々な体験やトークショーを通じて、市内
外へ木更津市の「オーガニックなまちづくり」という
取組をアピールしました。また、出展ブースでは木
更津産のお米や野菜等の販売により、地域食材の
販売促進を行いました。

地域の多様な主体との連携のもと、地域食材や加工
品等の販売や、食に関する各種体験、ワークショップ
等を通じて、市民等に地域食材に親しむ機会を提供
することにより、地産地消を推進し、地元食材の消費
を高めます。

農林水産課

きさらづ食育コンシェルジュ登録者
数

－ － － 0人 29人 29人 達成

食生活改善サポーターが兼務することとし、令和４
年度に養成教室を開催した結果、前年度より増員
でき、目標を達成しました。

高校・公民館等で「太巻き寿司」の講師を務め、地
域の伝統食・行事食の継承に取り組みました。
また、市民向けの食育啓発動画制作にあたり、食
育の案内人として出演し、食育の啓発に努めまし
た。

食育コンシェルジュ＝食生活改善サポーターであ
り、専門職のいない農林水産課では新たな人材育
成ができないことが課題となっています。

食生活改善サポーターが食育コンシェルジュを兼
務し、令和５年度から地区等での「太巻き寿司」講
習の講師を務めるなど、地域の伝統食・行事食の
継承に取り組むとともに、市民向けの食育啓発動
画制作に食育の案内人として出演するなど食育の
啓発ができました。今後人材育成など大きな課題
があります。

市民が購入しやすい地元産農林水産物を取り扱う地
産地消推進店の増加に取り組むとともに、人材育成
に大きな課題がある食育コンシェルジュをについて
は、食育の主管課を含め、健康部門との協議を進め
てまいります。

農林水産課

①電子地域通貨「アクアコイン」の加
盟店数

①537店 ①663店 ①750店 ①833店 ①864店 ①1,700店 未達成

加盟店増加に向け、３者連携のもと取り組んだ結
果、多様な業種・規模の店舗に加盟頂くことができ
ました。なお、新規加盟促進に向けたＰＲやメリット
訴求等が足りなかったため、未達成となりました。

ユーザーから加盟リクエストの多かった店舗や日
常的に利用頻度の高い業種（小売業、サービス
業、飲食業）などを中心とした営業活動を展開しま
した。また、木更津商工会議所の会報誌に新規加
盟募集を10回掲載するとともに、キャンペーンのチ
ラシ折込みを３回、記事での掲載を６回行い、新規
加盟募集を行いました。

未加盟店舗の抽出や店舗ごとの営業方法の検討
等が課題となっています。

３者連携のもと、加盟店営業に取り組み、864店舗
の店舗に加盟いただくことができました。また、幅
広い業種や規模の店舗が加盟し、利用者の利便
性向上にもつながりました。

大企業やキャッシュレス決済を一切使用しない店舗
など、加盟が進んでいない事業者へのアプローチ方
法等を再検討するとともに、実態に即した目標設定の
見直し等を行ってまいります。

産業振興課

②電子地域通貨「アクアコイン」の利
用金額【単年度】

②131,700千円 ②271,963千円 ②316,090千円
②486,350千

円
②751,054千

円
②1,680,000

千円
未達成

利用額の増加に向け、３者連携のもと取り組んだ
結果、月平均62,588千円の利用が行われるように
なりました。なお、利用周知やメリット訴求等が足り
なかったため、未達成となりました。

市内保育施設園児や木更津ＰＲ大使の中尾彬氏
による特別決済音の配信など各種イベントの展開
やポイントキャンペーン・20%ポイント還元の実施な
どによる利用促進やユーザー同士の送金機能の
拡張や銀行口座チャージ導入などによる利便性向
上等を行いました。

利用額増加に向け、加盟店の増加や持続的な
キャンペーンの実施等が課題となっています。

様々な施策の展開により、着実に利用増加につな
げることができました。また、キャンペーン等によ
り、域内消費の促進を図り、新型コロナや物価高
騰の影響を受ける市民・事業者の支援を行ことが
できました。

利用額増加に向け、加盟店の増加や持続的なキャン
ペーンの実施、ＰＴＡなど各種団体でのアクアコインの
活用促進を図ってまいります。

産業振興課

③加盟店間取引コイン数
【単年度】

③1,014万コイ
ン

③594万コイン
③1,174万コイ

ン
③2,425万コイ

ン
③2,208万コ

イン
③5,000万

コイン
未達成

BtoB事業者の加盟が進んでいないことや取引先
の変更への懸念等によりBtoB取引の推進につな
がらず、未達成となりました。

キャンペーンの実施（10%還元キャンペーン、加盟
店間取引手数料０%）や加盟店用アプリ導入等によ
る利便性向上により、年々利用増加につなげるこ
とができました。

BtoB事業者の加盟が進んでいないことや取引先
変更の理解促進等が課題となっています。

キャンペーンの実施（10%還元キャンペーン、加盟
店間取引手数料０%）や加盟店用アプリ導入等によ
る利便性向上により、年々利用増加につなげるこ
とができました。

新規加盟促進を行い、BtoB取引ができる加盟店を拡
充していく事に加えて、市税（法人）の窓口払い、アク
アコインでんき法人プランなど、受け入れたアクアコイ
ンをコインの支払先を拡充し、加盟店間取引の利用
促進を図ってまいります。

産業振興課

有機米の生産面積
1.8

ヘクタール
5.5ヘクタール 15.4ヘクタール 20ヘクタール

26ヘクター
ル

25ヘクター
ル

達成

生産者や関係機関の協力により、令和５年産米に
ついては、前年より２名増の16名の生産者の協力
を得ることができ、目標を達成することが出来まし
た。

ＮＰＯ法人民間稲作研究所に委託して、現地での
技術指導を含むポイント研修会の実施、また「きさ
らづ学校給食米」の生産者で組織される木更津市
有機農業推進協議会が行った機械導入に対して
県と連携して支援しました。令和５年産米について
は、生産者16名、26haで米飯給食の約90日間分
の「きさらづ学校給食米」を生産しました。

米飯給食の全量達成に向けては、約38ｈａの栽培
面積が必要となる見込みであり、「きさらづ学校給
食米」の取組に協力いただく生産者を増加させる
必要があります。

ポイント研修会の内容を基礎から応用まで幅広く
するなど新規生産者の参入のハードルを下げる工
夫を行い、「きさらづ学校給食米」の栽培に協力い
ただいている生産者数、及び栽培面積は年々増加
しており、米飯給食の全量達成に向け、順調に生
産量が増加しています。

米飯給食の全量達成に向け、有機農業の理解増進
に努め、有機米生産面積の拡大に取り組む必要があ
ります。
また、「きさらづ学校給食米」生産者を含めて有機ＪＡ
Ｓ認証取得に必要な講習会を適宜開催し、学校給食
に提供するお米の有機化に取り組んでいきます。

農林水産課

有機JAS認証取得生産者数 － 6件 8件 9件 11件 10件 達成

有機JAS認証取得に向けては、新規取得者の申
請費用の補助や、申請事務の支援を継続的に実
施していることにより、農業者を通じ有機JAS認証
取得者が広がりました。

木更津産農産物の付加価値向上を図り木更津
オーガニックブランドを創出するため、農業者に対
し有機ＪＡＳ認証取得について積極的な周知を行
い、新たに有機JAS認証取得に意欲を見せる生産
者への申請補助や申請費用に対する支援を行い
ました。
令和５年度は新規取得者３名、継続取得者８名が
有機ＪＡＳ認証を取得しました。

有機JAS認証取得者を増加させるためには、JAS
認証を取得した農作物において、申請事務や費用
に見合った価格での取引先が必要であり、販路の
確保が課題となっています。

継続した有機JAS認証取得支援により、農業者の
間で有機JAS認証の認知が進んでいます。また、
有機農産物においては需要・供給ともに課題があ
ります。

有機農産物の付加価値向上を需要拡大につなげ、農
業経営の安定化や新規就農者の増加を図ります。有
機農産物に対する市内外の需要を増やすため、これ
まで以上に有機農産物のＰＲを行って行く必要があ
り、有機ＪＡＳの小分け認証を取得した地方卸売市場
との連携も図りつつ、販路開拓を模索していきます。 農林水産課

有害鳥獣による農作物被害額
【単年度】

2,700万円 2,061万円 1,850万円 1,593万円 1,376万円 1,600万円 達成

農村部において、イノシシ・アライグマ等を中心に
水稲・果樹等の農作物被害が発生しています。ICT
を活用した画像検知での生息状況調査にて、各鳥
獣の出没が見受けられました。

野生鳥獣による農作物被害低減に向けた取組とし
て、ICTを活用した画像検知カメラ２台の導入を支
援しました。

継続的に農村部で農作物被害が発生しているた
め、捕獲・防除・生息環境管理の取り組みを行うう
えで、ICTを活用した対策を推進する必要がありま
す。

野生鳥獣による農作物被害額については年々減
少傾向にあり、一定程度、対策の効果がでている
と考えられます。また、ICTを活用した画像検知カメ
ラを計画年度内に14台導入したことにより、捕獲作
業の効率化を推進することができました。

ICTを活用した捕獲について、作業効率を向上させる
ことに成功したため、既存の有害鳥獣対策に新たに
ICTを導入することが可能か、検討・検証していきたい
と考えます。 農林水産課

木更津産農林水産物を使用した新
商品開発数

－ 2件 3件 5件 11件 8件 達成

生産者の所得向上、木更津産農産物の活用を背
景に、国のみどりの食料システム戦略も追い風と
なり、令和４・５年度は国の「みどりの食料システム
戦略交付金」を活用し、流通加工関連の取組とし
て、市主導により商品開発を行いました。

道の駅と連携し「きさらづ学校給食米」を活用した
「おこめのばうむ」を商品開発し、道の駅で販売を
行っています。道の駅は年間１００万人以上の来
場者があり、多くの人に手に取ってもらうことで、市
内産農産物の認知度向上につながりました。

新規で６次産業化に取り組む農業者の確保が課
題です。

開発された商品は、市内の店舗、レストラン、道の
駅等で販売されており、生産者の所得向上、市内
産農産物の活用に貢献しています。
ただし、商品化数は目標を達成していますが、今
後は行政主導でなく、農業者自ら6次産業に取り組
みたいと思える支援体制が必要です。

市内の有機を含む農産物また規格外野菜を６次産業
化で活用することで、農産物の新たな活用を見出すと
ともに、生産者の所得向上に繋がるよう支援していき
ます。そのため関係機関と連携した農業者支援と併
せ、6次産業に活用可能な補助事業の周知を行って
まいります。

農林水産課

「らづ－Ｂｉｚ」の支援を受けて新規創
業した件数

53件 69件 76件 91件 95件 153件 未達成

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、創
業を留まる傾向が強まり、未達成となりました。

起業・創業相談を、木更津市産業・創業支援セン
ターを拠点として行い、相談件数が約2,000件あ
り、創業塾を２期実施し、約80名の参加がありまし
た。

木更津市産業・創業支援支援センター自身の認知
度を向上させ、創業塾参加者や新規相談者を増加
させることが課題です。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、創
業を留まる傾向が強まり、目標値には届きません
でした。なお、コロナを契機としたビジネス環境の
変化に伴い、IT・WEBマーケティング等の相談体制
を強化するなどして支援に取り組みました。

各種広報媒体等を通じ、創業塾参加者や新規相談者
の増加へ向け、情報発信の強化を行ってまいります。
また、創業塾参加者の事業計画をより強固にするた
め、創業塾の内容をリニューアルする等、支援の充
実を図ります。

産業振興課

地産地消な
暮らしの定着

木更津産農産物や農産物加工品
を意識して購入する人の割合

取組 担当課2023年度
取組の進捗を測る指標

R5年度

②域内消費の
拡大

ア．アクアコインの普及促進

総合評価（4カ年を踏まえた評価） 課題を踏まえた今後の方向性

43.3% 52.7% 60.0%

達成状
況

要因分析 主な取組成果 課題
プロジェクト

目標
目標達成度を

測る指標
施策

①食育の推進

ア．学校給食の地産地消の推進

イ．有機米を使用した学校給食の提供

ウ．地域食材に親しむ機会の醸成

エ．食育の啓発

安心・安全で
おいしい
木更津ブランド
の確立

環境に配慮した農業に取り組む
生産者数

23人
（2019年度）

11人
※令和４年７
月１日よりエ
コファーマー
の新規申請
及び更新申
請ができなく
なったため

（持続農業法
の廃止に伴
う）、有機ＪＡ
Ｓ認証取得
者の人数の

み記載

40人

ア．有機米の生産促進

イ．有機農業の推進

ウ．ICTを活用した鳥獣被害対策

④産業・創業
支援の充実

ア．６次産業化の推進

イ．らづ‐Biz支援の充実

③環境保全型
農業の推進



第２期オーガニックなまちづくりアクションプラン　施策・取組一覧

２．木更津発　脱炭素化プロジェクト（プロジェクトリーダー：環境政策課）
取組指標

2019年度 R1年度

実績 目標値 実績（策定時） 実績 目標

公共施設への太陽光発電設備等の
設置施設数

― 7施設 51施設 未達成

連携事業提案制度に基づき、健康増進センターへ
の再生可能エネルギーの導入を検討していたとこ
ろでしたが、採算性の観点より、事業者より事業撤
退の旨の連絡がありました。

検討していた健康増進センターへの導入について
は断念することとなりました。また、公共施設への
再生可能エネルギーの導入に向けて、連携事業提
案制度を活用し、事業の募集を行いました。募集を
行った結果、公共施設への太陽光発電設備等の設
置に資する提案があり、詳細協議を行っておりま
す。

公共施設の老朽化等により、再生可能エネルギー
の設備の設置が困難な状況です。

避難所に指定された公共施設へのＰＰＡ導入を
行った施設もある一方で課題も生じており、目標を
達するまでの数の設置が行えておりません。
太陽光発電設備及び蓄電池の設置は温室効果ガ
ス排出削減やレジリエンス強化へと繋がるため、よ
り導入に向け取り組む必要があります。

公共施設の老朽化等を踏まえ、屋根への設置のみな
らず、敷地内の空き地や遊休地等を活用したＰＰＡモ
デルによる設置を模索するなど、温室効果ガス排出量
の削減に向けた設備設置に向けた検討を引き続き継
続します。 環境政策課

地域電力会社の設立 ― - 設立 未達成

地域新電力会社の設立については、コストやリスク
等を十分に検討する必要があります。
昨今の電力市場においては、燃料費の高騰等によ
り、電力の調達が困難です。そのため、場合によっ
ては倒産する等、安定的な経営が見込めないため
設立に至りませんでした。

地域新電力の設立方法や事例の調査等、積極的
に情報収集を行いました。引き続き、情報収集を行
いつつ、十分な検討を行います。

燃料費高騰等の影響により、電力供給を行うため
の電力調達がより困難となっており、地域新電力の
倒産リスクが高まっているため、地域電力会社の設
立が困難な状況です。

地域新電力の設立方法や事例の調査等、積極的
に情報収集を行った結果、倒産リスクなどの存在
の認識を知り、安定的な経営が見込めないことから
設立に至りませんでした。

地域新電力会社の設立に頼らない脱炭素社会の構
築として、中小企業における環境経営の取り組みを促
すべく、エコアクション２１の取得に向けた支援へと取
り組みます。

環境政策課

住宅用省エネルギー設備の設置申
請件数【単年度】

157件 171件 205件 未達成

補助金は県の予算により補助を執行しているた
め、申請件数に対して予算が足りず、9月29日に申
請受付を終了しています。その後、県に予算の追
加要望を行い、12月13日から申請受付を再開した
ものの、EV、PHV以外については着工前申請を要
件としていることもあり、目標値を達成するに至りま
せんでした。

市公式ホームページや広報きさらづ、各種ＳＮＳを
用いて周知を行い、定置用リチウムイオン蓄電シス
テムなどの住宅用省エネルギー設備を設置した市
民に対して合計171件12,896,000円の補助金を交付
し、家庭におけるエネルギー利用の効率化、最適
化を図りました。

補助金は県の予算により補助を執行していることか
ら、当年度予算額は前年度の実績額を基に配分さ
れる傾向にあります。市内の家庭における住宅用
設備等の需要が高まっており、今後も申請件数の
増加が見込まれるため、必要とする予算額の確保
に努める必要があります。

合計605件50,031,000円の補助金を交付することに
より、住宅用省エネルギー設備の普及促進につな
がり、家庭におけるエネルギーの安定確保及びエ
ネルギー利用の効率化・最適化が図られました。

市内の家庭における住宅用設備等の需要が高まって
いるため、引き続き市公式ホームページや広報きさら
づ、各種ＳＮＳを用いて周知を行い、当該設備を設置
する家庭等に対し助成を行うことで、効率的な省エネ
ルギー対策の取り組みを促進します。

環境政策課

機械式25機 機械式29機
機械式
30機

未達成

コンポスト容
器20基

コンポスト容
器18機

コンポス
ト容器20

機
未達成

ごみ排出量（1人1日当たりごみ排出
量）

1,140g 現在算定中 1,040g

数値は「令和５年度清掃事業概要」の数値で確定
するため、現時点では空欄となります。

広報・市HPの掲載の他、リサイクルフェア・施設見
学会・出前講座の開催・きさらづプロモチャンネル
におけるペットボトルの水平リサイクルに関するPR
動画の公開等、積極的な情報発信に取り組み、ご
みの減量化、資源化の推進について市民の意識向
上を図りました。

資源ごみ集団回収量が年々低下していることから、
市民、団体と一体となったごみの循環利用に取り組
む必要があります。

令和５年度の実績値が把握出来次第の評価となり
ます。

市内の町内会や自治会等の団体の自主活動として行
われる、資源ごみの回収及び収集業者への引き渡し
について、「資源ごみ集団回収」の助成を行い、ごみ
に対するリサイクルの意識醸成、地域コミュニティの育
成を図ります。
　また、直近で活動実績の無い団体等に対して個別
案内を行う他、助成対象に新たな品目を加えるなど、
当該事業の活性化を推進します。
あわせて、引き続きごみの発生回避（Refuse）、発生
抑制（Reduce）、再使用（（Reuse）、再資源化
（Recycle）の４Rの推進に向け、リサイクルフェア、施
設見学会や出前講座の開催等により市民の意識の向
上に取り組みます。

資源循環推進課

クールチョイス啓発のためのイベント
参加者数【単年度】

67人 211人 250人 未達成

ゼロカーボンシティポスターコンクールについては、
同学年において、別のポスターコンクールも開催さ
れ、その時々に応じ参加人数に変動があります。よ
り参加者が多くなるよう、クラス担任などへの説明
資料を作成するなどの働きかけを行いましたが、協
力を得られない学校もあったため、より丁寧な働き
かけが必要と見込まれます。
また、ゼロカーボンシティポスターコンクールの展示
により生徒が描いた作品の閲覧を基に、家庭への
地球温暖化対策のきっかけの創出を働きかけまし
た。

【めざせ！ゼロカーボンシティポスターコンクール】１
３１人
市内小学５年生を対象に、ゼロカーボンシティポス
ターコンクールを実施し、１３１人の参加、６４作品
の応募がありました。ポスターについては、イオン
モールで展示を行いました。
【オーガニックシティフェスティバル】８０人
オーガニックシティフェスティバルにおいて、クール
チョイス啓発の展示を行いました。
当日の実績の８０人については、エコドライブシミュ
レーターを体験した人の人数のみであり、パネル展
示等の閲覧者は計上しておりません。
これらの活動により家庭への地球温暖化対策の
きっかけの創出を行いました。

より多くの方に各種イベントの参加をしてもらえるよ
う働きかける必要があります。

地球環境における気候危機などのパネルの展示、
ポスターコンクール等の子供から大人にかけて意
識啓発が広がりやすい事業の開催を行い、地球温
暖化対策を率先して行うよう働きかけを行いまし
た。

ポスターコンクールの参加間口を広げるために、デジ
タル部門を設けるなど，働きかけを行うことで、より多く
の人への意識啓発のきっかけを創出し、ライフスタイ
ル転換を促し、温室効果ガス排出量の削減に取り組
んでいきます。

環境政策課

コンテスト参加者数【単年度】 112人 200人 400人 未達成

エコドライブコンテストの実施については、包括連携
協定によるあいおいニッセイ同和損保によるタグの
貸出により実施されています。
タグの貸出数増加を調整していたところですが、貸
し出せる上限が200台であるということから目標の
400人の達成には至りませんでした。

参加人数は指標に及ばなかったものの、市公式
ホームページやデジタルサイネージ、各種ＳＮＳを
用いて広く周知を行ったことで、参加人数は募集定
員である200人に達し、エコドライブの心がけや環
境負荷低減に対する市民の意識向上を図りまし
た。

タグに上限があり、目標の達成が困難であるため、
今後の事業展開を模索する必要があります。

コンテストに参加した人からは安全運転に繋がっ
た、燃費改善に繋がった等の好評の意見があがっ
ていることから、概ね良好な事業活動となり、安全
運転意識の向上と、環境に優しい運転技術の習得
につながりました。

タグの上限については、事業者との包括連携に伴う取
り組みであるため、枠の数を引き上げることは困難と
なっています。一方、エコドライブは地球温室効果ガス
の削減に効果的であるため、引き続き、今後の事業展
開を模索し、より多くの方に啓発を行ってまいります。

環境政策課

エコ通勤優良事業所認証事業所数 ― 0事業所
65事業

所
未達成

市内事業者へのエコ通勤優良事業所認証の案内
にあたっては、市の取り組み姿勢を示してから説明
する必要があります。しかしながら、市のエコ通勤
の取組については、まだエコ通勤優良事業所認証
への申請段階までに達していないことから、申請が
行えず、事業者への案内ができませんでした。

市のエコ通勤優良事業所認証に向け、申請方法等
の把握、申請に際し不足する情報等の整理を行い
ましたが、申請をするまでには至りませんでした。そ
のため、事業者への案内を行う事ができませんでし
た。

エコ通勤優良事業所認証の申請にあたっては、全
職員の交通手段の把握を行う必要があります。
しかし、アンケートの全数回答が貰えず、実態把握
が行えなかったため、申請に進むことができません
でした。

新型コロナウイルスの影響により、エコ通勤の実施
に遅れが生じる等によって、事業者への案内を行
えませんでした。

アンケートによる全職員の交通手段の把握を行えるよ
う依頼方法等を模索し、エコ通勤優良事業所認証の
取得促進に繋がるよう取り組んでまいります。
また、市内事業者等のエコ通勤優良事業所認証の取
得による温室効果ガス排出量の削減を目指してまい
ります。

環境政策課

森林整備の意向確認を実施した森
林所有者数

― 1242人 2,000人 未達成

森林のある地域を地形条件などから７つのエリアに
分け、１エリアずつ取り組んでいますが、対象地が
大きなエリアについて２年要したこと、エリア内に同
一所有者が想定していたよりも多かったためです。

森林所有者への意向確認調査を行うことにより、森
林管理の状況や今後の意向について把握すること
ができ、森林整備の促進に向けた取組みに資する
ための基礎資料を作成することができました。

森林所有者と林業事業者による森林整備を促進す
るため、作成した基礎資料を基に森林経営に適し
た経営林の調査、両者の橋渡しに取組む方法や問
題の整理をすることが課題であります。

森林所有者への意向確認が未実施のエリアがあり
ますが、令和５年度までに一つの地域となるエリア
の基礎資料を作成することができ、森林整備の促
進に向けて具体的な検討や取組みを進める環境を
整えることができました。

引続き、森林所有者への意向確認が未実施であるエ
リアを進めるとともに、森林経営に適した経営林所有
者と林業事業者の橋渡しに向けた検討や取組みを進
めてまいります。 農林水産課

干潟の清掃活動参加者数【単年度】 222人 415人 400人 達成

　清掃活動のみならず、自然観察会との相乗効果
により、身近な場所での環境問題と自然環境に触
れ合う機会が市民の理解を得ているものと推察い
たします。
　また、例年同時期に地元まちづくり協議会等と協
働で実行委員会を組織し、地元小中学校へのチラ
シ配布を実施していることが地元の関心の高さに
貢献しているものと推察されます。

　令和３年度から当干潟で活動する市民団体、金
田まちづくり協議会及び市職員による実行委員会
のもと、地域内外の参加者、地元企業の協力によ
り目標値を上回る結果となりました。自然環境保護
における実地体験が環境啓発活動に大きく貢献し
たものと考えております。参加者は４００名を超し、
収集したごみの量は１，２５０ｋｇとなりました。

　令和３年度以降収集ごみ量は減少傾向にあるも
のの未だに１ｔ以上のごみが回収されております。
今後も活動を継続するとともに、ごみの発生源の研
究も要します。

　　令和３年度に実施主体が民間団体から官民協
働で設置しております盤洲干潟クリーン作戦実行
委員会に変更となりましたが、順調に参加者目標
である４００名を達成しているところです。また、例
年１～２ｔのごみを収集していることなど当事業は、
市民に対する周知の効果が見られるとともに、関心
の高い事業であると推察されます。
　一方で自然環境の保全上過度の人の立入りは悪
影響を与えかねない事を理解し、今後も同程度の
事業継続が適切であると考えられます。

　千葉県の環境保全地域指定となる事で、千葉県によ
る環境保全計画が策定されることとなります。これと連
携し、干潟周辺の関係者と協議・協働のうえ、干潟の
保全（漂着ごみの収集、防止）の方法について検討し
て参ります。

環境政策課

①サイクルガイドの養成人数 ①― ①― ①8人 未達成

地域特性に応じた導入方法を検討したものの、担
い手の確保に苦慮したことから目標を達成できませ
んでした。

先進地域の事例研究や事業者からのヒアリングな
ど、導入方法を検討したものの、担い手の確保に
苦慮したことから実現には至りませんでした。

地域特性に応じた導入方法の検討や、担い手を確
保することが課題です。

先進地域の事例研究や事業者からのヒアリングな
ど、導入方法を検討したものの、担い手の確保に
苦慮したことから実現には至りませんでした。

地域特性に応じた導入方法の検討や、担い手を確保
に取り組んで参ります。 観光振興課

②サイクルツアー参加者数【単年
度】

②― ②660人 ②120人 達成

全国的に知名度のあるサイクルコースと連携した
期間型サイクルイベントを開催したことにより、県
内・県外を問わず多くの誘客を実現でき、目標を達
成できました。

全国的に知名度のあるサイクルコースと連携した
期間型サイクルイベントを開催したことで、県内・県
外を問わず多くの誘客を実現するとともに、特産品
のＰＲや地域経済の活性化に繋げることができまし
た。

自転車が快適でかつ安全・安心に利用できる環境
づくりを進め、自転車の活用を総合的かつ計画的
に推進するため自転車活用推進計画の策定に取り
組む必要があります。

コロナ禍の影響を受けながらも、イベントの開催方
法を見直したことや、情報発信を積極的に行ったこ
とにより、目標を達成することができました。

今後は、自転車が快適でかつ安全・安心に利用できる
環境づくりを進め、自転車の活用を総合的かつ計画
的に推進するため自転車活用推進計画の策定に取り
組みます。
また、近隣自治体と連携して、初心者から上級者まで
サイクリングを楽しめるようなツアーの造成及び効果
的な情報発信を行うことでサイクルツーリズムを推進
します。

観光振興課

イ．干潟の保全・活用

ウ．自然の景観活用

③エコライフスタイ
ルの推進

ア．クールチョイスの啓発

イ．エコドライブの推進

ウ．エコ通勤の推進

機械式およびコンポスト容器の申請
件数【単年度】

②循環型社会の形
成

ア．ごみ減量化の推進

引き続き生ごみ処理機の助成金を交付していく他、資
源ごみ集団回収の促進、有機性廃棄物の回収及び堆
肥化、製品プラスチックの回収、リユース事業の実施
等、他の事業を推し進めながら資源循環を高める取り
組みを推進します。

資源循環推進課

イ．４Ｒの啓発

広報、市HPにより助成金制度の周知し、申請件数
の増加を図り、新型コロナウイルスの巣ごもり需要
により令和２年度申請件数が増加していましたが、
以降、需要増の鈍化により目標値を下回りました。

生ごみ処理機を購入し、設置した市民に対し、その
一部を助成することにより、各家庭でのごみの減量
化を図るとともに、循環型社会への市民の意識醸
成を図りました。

生ごみ処理機の助成金を交付する他に、他の様々
な事業によりごみの減量化及び資源化を促進して
いく必要があります。

令和５年度は目標を若干下回ったものの、令和２
年度の実績は目標を大きく上回る等、総合的には
概ね目標を達成できました。

プロジェクト
目標

目標達成度を
測る指標

施策 取組

①エネルギーの地
産地消の推進

ア．公共施設への再生可能エネルギーの導
入

イ．自立・分散型エネルギー社会の構築

ウ．家庭用再エネ・省エネ設備の導入支援

まち全体で
CO2の排出

削減に向けて

本プロジェクト実施によるCO2削減
量

276.12
　t-CO2

1299.96
t-CO2

54,212.80
　t-CO2

森里川海と
繋がるライフ
スタイルを
取り戻す

④自然資本の保
全・活用

ア．森林の保全・活用

担当課2023年度
取組の進捗を測る指標

R5年度
総合評価（4カ年を踏まえた評価） 課題を踏まえた今後の方向性達成状況 要因分析 主な取組成果 課題
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３．支え合いによる防災・減災プロジェクト（プロジェクトリーダー：危機管理課）
取組指標

R1年度 R2年度 R3年度 Ｒ４年度

実績 目標値
実績（策定

時）
実績 実績 実績 実績 目標値

千葉県災害対策コーディネーター数 215人 215人 215人 260人 250人 375人 未達成

災害対策コーディネーターの辞職及び新型コロナウ
イルス感染症の影響により、講習会を実施できな
かったことにより、目標数に至りませんでした。

地域の防災リーダーとなり得る人材の育成及び地
域防災力の向上のため、令和5年10月及び11月に
「自主防災実務者講習会」を3日間実施した結果、
新たに13名が千葉県災害対策コーディネーターとし
て登録されました。

引き続き、地域の防災リーダーの育成及び地域防
災力向上のため、千葉県災害対策コーディネー
ター制度の周知及び新規登録者の獲得をすること
が必要です。

目標数には至りませんでしたが、令和４年度及び令
和５年度に「自主防災実務者講習会」を実施した結
果、策定時より登録者数を35名増加させることがで
きました。

新規登録者の確保のためホームページや広報等での
周知をするとともに、講習会への参加を促進させるこ
とで、地域の防災リーダーを育成し、地域防災力の向
上に取り組んでまいります。 危機管理

課

総合防災訓練参加地区の割合 21.3% 0.0% 66.6% 100.0% 100.0% 60.0% 達成

まちづくり協議会等の地域住民を交えた総合防災
訓練を実施し、市民の防災意識向上に取り組んだ
ことにより、目標を達成しました。

まちづくり協議会や地域住民への防災訓練の周知
を実施したことにより、防災訓練参加地区割合は
100％に達しました。

より多くの地区で防災訓練を実施をすることが課題
となっています。

全地区の防災訓練への参加が達成され、市民の防
災意識の高まりを感じました。継続して目標が達成
できるように取り組んでいまいります。

今後は、ファーストミッションボックス（FMB）を活用した
避難所開設訓練や市民参加型の防災訓練や研修を
実施する予定であり、より多くの地区で訓練を実施す
ることができるよう関係機関との連携及び地域住民へ
の周知に取り組んでまいります。

危機管理
課

世帯別避難カルテの整備状況 ― ― 整備 整備 整備 整備完了 未達成

避難行動要支援者新規対象者に対し、避難行動要
支援者名簿の作成を実施しましたが、関係各課と
の連携が難しいことや、対象件数が膨大であること
から、目標の達成には至りませんでした。

要支援者情報の把握・名簿の作成を実施し、地区
内での避難行動要支援者の把握をおこないました
が、全容の把握には至りませんでした。

依然として市内に避難行動要支援者が多く、全容
の把握や地区への周知等が課題となっています。

避難行動要支援者への調査を通じ、要支援者名簿
を民生委員、まちづくり協議会及び指定避難所へ
の配布を行い、地域内での情報共有を実施しまし
た。

避難行動要支援名簿の作成、更新及び配布を実施す
るとともに、関係各課と個別避難計画の整備及び配布
に取り組んでまいります。 危機管理

課

福祉避難所協定数 9件 9件 9件 9件 9件 20件 未達成

各福祉施設の利用率の高さ等により、災害時実際
に避難者を受け入れられるかなどの課題があるこ
とから、関係課や福祉施設との協議に時間を要し
ているため、新たな福祉避難所の確保に至りませ
んでした。

市内の福祉施設において、現状福祉避難所として
の受入れが可能な施設があるかなどの現状把握に
ついて、関係課等と福祉避難所の確保に向けた協
議を行いました。

引き続き、福祉避難所を確保するため、協定締結
先企業等の拡大が必要です。

市内の福祉施設において、現状福祉避難所として
の受入れが可能な施設があるかなどの現状把握に
ついて関係課等との協議を進めていますが、新た
な福祉避難所の確保には至りませんでした。

引き続き、関係課等との協議や、民間企業等との協定
締結を進め、福祉避難所の確保に取り組んでまいりま
す。 危機管理

課

避難所運営マニュアルカバー率 15% 26% 26% 28% 40% 100% 未達成

災害発生時に混乱を起こさずスムーズな避難所運
営が実施できるよう、必要に応じて助言・指導を行
い、避難所運営マニュアルの作成支援をいたしまし
た。
しかし、新型コロナウイルス感染拡大以降、防災部
会等が中止となり、避難所運営マニュアルの作成
の場が失われ、目標達成には至りませんでした。

ファーストミッションボックスを活用した避難所運営
訓練の際に、作成に向け協議は進めましたが、策
定には至りませんでした。

指定避難所のうちマニュアル未策定の箇所が多く、
円滑な避難所運営ができない可能性があるほか、
未策定の地区へどのように支援を実施するかが課
題となっています。

避難所運営マニュアルの策定に向けた会合等で、
地域住民が主体となり、21ヶ所で避難所運営マニュ
アルが策定されました。しかし、依然として未策定
の避難所が半数以上を占めています。

災害発生時に混乱を起こさずスムーズな避難所運営
が実施できるよう、引き続き、防災の視点から助言を
行う等、支援を行ってまいります。また、地域が主催す
る防災訓練等で避難所運営マニュアル作成の一助と
なるよう、他の事例の紹介を行ってまいります。

危機管理
課

自主防災組織カバー率 49.8% 52.3% 53.1% 52.7% 51.9% 73.9% 未達成

周知を図りましたが、新型コロナウイルス感染症の
影響で、一部講習会を実施できなかったこと、ま
た、自主防災組織未設置地区の世帯数の増加によ
り目標値には至りませんでした。

自主防災実務者講習会を実施など、住民の防災意
識向上に取り組んだ結果、令和5年度に新たに2地
区で自主防災組織が設立され、合計107団体となり
ました。

引き続き自主防災組織及び自主防災の必要性の
周知が必要です。

目標値には至りませんでしたが、自主防災実務者
講習会を実施など、住民の防災意識向上に取り組
んだ結果、策定時よりカバー率を増加させることが
できました。

新規設立の確保のためホームページや広報等での周
知をするとともに、講習会への参加を促進させるよう
取り組んでまいります。

危機管理
課

地区まちづくり協議会の設立割合 53% 73% 86% 86% 86% 100% 未達成

まちづくり協議会未設立地区に対して、設立に向け
た説明会や検討会を開催しましたが、地区割が不
明確である等の理由から全地区設立には至りませ
んでした。

まちづくり協議会未設立地区の区長を対象に、設
立に向けた説明会や地区割の検討会を積極的に
開催し、直接地域の意見等を伺い、設立の機運を
高めました。

未設立地区は、地区割が不明確であることから、地
区割を明確にし、まちづくり協議会の設立する意義
や役割等について、地域住民に納得いただけるよ
う説明する必要があります。

令和５年度までに全地区設立の目標は達成できま
せんでしたが、令和２年度から令和５年度の４カ年
で、新たに５地区、協議会を設立することができまし
た。協議会では、地域の各種団体が連携して、防
災訓練等をはじめとした災害対策に取り組んでお
り、災害時の安全・安心の確保を図ることができま
した。

第３期アクションプランにおいても、全地区設立の目標
を掲げていることから、達成に向けて、地域住民に対
して、設立に向けた説明会や検討会等を開催してまい
ります。

市民活動
支援課

災害時における企業等との協定数 68件 74件 81件 88件 92件 100件 未達成

協定内容の協議・確認等に時間を要しており、目標
値の達成には至りませんでした。

令和5年度は、避難所用簡易間仕切り等の供給に
関する協定、災害時の災害ボランティアセンター設
置等に関する協定、市内高等学校との避難所利用
に関する協定、災害時の妊産婦等への応急救護等
に関する協定、計4件の災害協定締結を行いまし
た。

引き続き協定締結先企業等の拡大が必要です。 災害時の避難所利用や物資供給・物資輸送等、発
災時に必要となり得る支援体制等について数多く
の企業と協定締結を行うことができました。

引き続き、民間企業等との協定締結数拡大に向け、
協議を行ってまいります。

危機管理
課

災害用米提供者登録数 ― ― ― 整備 整備 120件 未達成

登録制度の内容の精査、他自治体事例の調査・確
認等に時間を要しており、達成には至りませんでし
た。

米提供者の登録制度の実施に向け、他市事例の
調査・確認等の情報収集を実施いたしました。

引き続き米提供者の登録者制度の整備が必要で
す。

登録制度の内容の精査、他自治体事例の調査・確
認等をしましたが、実施には至りませんでした。

関係各課と協議、他自治体の整備状況を注視しなが
ら、整備が完了するように取り組んでまいります。 危機管理

課

災害用井戸提供者登録数 1件 2件 8件 16件 20件 64件 未達成

井戸所有者への広報啓発活動を実施しましたが、
提供者の応募が想定より少なく、達成には至りませ
んでした。

市ホームページでの広報や、井戸所有者への災害
協力井戸登録チラシの配布など啓発活動を実施
し、令和5年度新規に4件の新規登録がありました。

引き続き災害井戸登録制度の周知が必要です。 目標数には至りませんでしたが、井戸保有者に対
し市の現状を説明を実施したほか、災害協力井戸
登録チラシの配布、啓発活動を行った結果、策定
時より登録件数を19件増加させることができまし
た。

引き続き、井戸所有者へホームページやチラシの配
布等を通し、災害協力井戸制度の周知を実施するとと
もに、井戸保有者へ登録依頼を電話等で実施するな
ど登録を促進できるよう広報啓発活動を実施してまい
ります。

危機管理
課

防災に取り組む市民活動団体数 ― 8団体 8団体 8団体 15団体 50団体 未達成

様々な団体がある中で、平時からの団体同士の横
のつながりが少ないため、防災セミナー開催後の
団体同士の交流につなげられなかったことが考えら
れます。

「災害における連携と協働の必要性」をテーマに講
師を招き、市民団体交流会を開催した結果、防災
意識の向上及び市民活動団体同士の連携強化を
図ることができたため、防災に取り組む市民活動団
体を15団体に増加させることができました。

様々な団体がある中で、平時からの団体同士の横
のつながりが少ないため、市民活動団体がどのよ
うな支援を求めているか把握し、団体同士の交流
につながる架け橋となる取り組みが必要です。

防災に関するセミナーや市民団体交流会を開催し
た結果、市民活動団体の防災意識の向上や市民
活動団体間のネットワークの強化につながり、防災
に取り組む市民活動団体を15団体に増加させるこ
とができました。

市民活動団体の防災意識の向上や災害時における
円滑な情報共有のため、「きさらづみらいラボ」におい
て、防災に関する講習会や市民団体交流会等を実施
し、市民活動団体とのネットワークを構築します。

市民活動
支援課

職員参加型訓練・勉強会開催数 16回 16回 ２０回 18回 ２２回 ２０回 達成

情報伝達訓練や避難所開設訓練等を複数回実施
することができました。

市職員だけでなく地域住民と協働して避難所開設
訓練や避難所ワークショップ等を実施しました。

特定の職員だけでなく、全職員が災害時に自立し
て動くことができるようになることが必要です。

様々な訓練を実施することで、市職員の防災意識
の向上に寄与しました。

引き続き情報伝達手段の訓練や、避難所開設訓練・
勉強会を通じ、市職員の更なる防災意識向上に取り
組んでまいります。

危機管理
課

防災ハザードマップの整備状況 ― 整備済 整備済 更新済 更新 更新 達成

防災情報やハザード情報の更新を行うことで、市民
等に災害リスク等の周知を実施することができまし
た。

冊子版ハザードマップの背景地図を最新版に更新
し、また、国土交通省が作成する「水害ハザード
マップ作成の手引き」に準じ、記事・コンテンツの一
部修正を行いました。
WEB版ハザードマップについては、冊子版ハザード
マップの更新内容と併せ、追加指定となった土砂災
害警戒区域の反映を行いました。

冊子版ハザードマップへ追加指定分の土砂災害警
戒区域の反映や「水害ハザードマップ作成の手引
き」に準ずる内容が一部未反映のため、次年度以
降の更新が必要です。

防災情報やハザード情報等を「見える化」し災害リ
スク等を広く周知することで、市民等の防災意識の
向上に寄与しました。

引き続き、最新の防災・ハザード情報の反映に努め、
併せて、高齢者や視覚障がい者向けに「音声コード
(Uni-voice)」を取り入れた防災ハザードマップの作成
を検討いたします。 危機管理

課

①らづナビダウンロード数 ①9,796件 ①16,596件
①23,304

件
①27,686

件
➀29,939件 ①23,000件 達成

②きさらづ安心・安全メールの登録
数

②18,608件 ②21,691件
②23,758

件
②23,890

件
②22,930件 ②20,000件 達成

国土強靭化地域計画の策定 ― 策定 策定済 推進 更新 改訂 未達成

令和４年度に第２期木更津市国土強靭化地域計画
を策定し、令和５年度についてはアクションプラン編
の更新を実施したため、改訂ではなく更新となりま
した。

国土強靭化計画に基づいた各関係省庁からの支
援施策を精査し、アクションプラン編の更新を実施
しました。

木更津市国土強靭化計画に記載しているリスクシ
ナリオに対するアクションプランの精査が今後も必
要です。

令和４年度の基本企画の改訂及び、毎年のアク
ションプランの改訂を実施するとともに、各種補助
金等を活用した事業を実施し、市全体の防災力の
向上に寄与しました。

今後も、市のリスクシナリオの見直し及び想定されるリ
スクに対応した基本計画・アクションプランを改訂をす
るとともに、各種施策の実施に取り組んでまいります。 危機管理

課

プロジェクト
目標

目標達成度を
測る指標

施策 取組 担当課
達成状況 要因分析 主な取組成果 課題 総合評価（4カ年を踏まえた評価）2018年度

2023年度
取組の進捗を測る指標

R5年度
課題を踏まえた今後の方向性

③共助の仕組みの
構築

ア．避難所運営マニュアルの作成支援

イ．自主防災組織への支援

ウ．地区まちづくり協議会への支援

災害時に向け
た安心・安全の

確保

市が取り組む「防災対策」の市民
満足度

17.1% 31.30% 40.0%

①防災意識の向上

④企業・団体等との
連携促進

ア．防災リーダーの育成

イ．防災訓練の実施

②災害弱者への支
援

ア．世帯別避難カルテの整備・運用

イ．福祉避難所の確保

ア．企業等との連携

イ．災害発生時の米提供者の登録制度の
実施

ウ．災害用井戸提供者の登録制度の実施

エ．市民活動団体とのネットワークの構築

⑤市の災害対応レ
ベルの向上

ア．市職員の防災意識向上

イ．防災ハザードマップの整備・運用

ウ．情報発信の強化

➀市公式アプリ「らづナビ」は令和6年2月29日にサー
ビスを終了し、らづナビの機能を網羅した「市LINE公
式アカウント」を開設しました。引き続き、より早く、正
確な情報の発信に取り組んでまいります。
②令和6年度より危機管理課に移管し、適時適切な情
報の発信に取り組んでまいります。

シティプ
ロモー

ション課

エ．まちづくりへの防災・減災の強化

各地で発生している地震などの影響で、災害対策
意識が向上し、情報の入手に対するニーズが高
まったことが大きな要因と考えられます。

災害が起きた際に、迅速で適切な情報発信に取り
組みました。また、広報きさらづや市ホームページ、
デジタルサイネージ、市公式ＳＮＳ等の各種情報発
信媒体でらづナビ、安心・安全メールを周知しまし
た。

市公式アプリ「らづナビ」が令和6年2月29日にサー
ビスを終了し、らづナビの機能を網羅した「市LINE
公式アカウント」を開設しました。より多くの市民に
情報を受け取ってもらうため、市LINE公式アカウン
トの登録者数を増やすことが必要です。

新型コロナウイルス感染症の蔓延や、令和元年東
日本台風、各地で頻発する地震の発生により災害
対策への意識の向上につながりました。また、広報
きさらづや市ホームページ、市公式SNS等を活用
し、周知を行ったことにより、市公式アプリ「らづナ
ビ」、安心・安全メールの登録者数増加につながり
ました。


